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ダイバーシティ就労支援の実現をめざして

日本財団 WORK ! DIVERSITYプロジェクト（ダイバーシティ就労支援プロジェクト）
目標とこれまでの取組み

＜ダイバーシティ就労支援＞
多様な要因で就労困難な状況にある人々向けに、多様な（良質な）
働く場が多様な形で整備され、実際働く人々が増えることを実現する
ための支援
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各就労類型の位置関係

ユニバーサル就労

（ニート）
若者サポートステーション

就
労
継
続

支
援
Ａ
型

就
労
継
続

支
援
Ｂ
型

生
活
介
護
施
設

ソーシャル
・ファーム

特例子会
社

サポート
なしの
一般就労

一般就労化

対
象
者
の
拡
大

（（
障
害
者
の
み
か

大
部
分
が
障
害
者
）

（（障
害
者
以
外
を
含
む
）

トライアル
雇用

【サポート付き
の一般就労】

（支援付き就労

就
労
移
行
支
援
事
業
所

3

生活困窮者中間的就労

(注）障害年金や賃金補填等については、就労能力の低さないし低下を補填するためのものと
位置づけるとともに、税と社会保障給付を組み合わせる「給付付き税額控除」（一定の所得以上の
勤労所得のある個人あるいは世帯に対して一定額の税額控除（減税）を与え、低所得者のため
税負担が少なく控除しきれない場合には給付する制度）を導入する国が増えている。

【保護就労】
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2021年度の検討

１．企画委員会、各部会での検討

２．有識者公開連続講演会の開催

３．日本財団第3回WORK ! DIVERSITYカンファレンスの開催

４．障害者就労支援機関に係る実態調査の実施
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日本財団WDプロジェクトの委員会・部会構成

全体委員会
（※）プロジェクトの活動に大所高所から助言

経済・財政・社会保障
収支・労働需給
バランス検討部会

（※）経済・財政・社会
保障収支・労働需給バラ
ンスと働きづらさを抱え
る者の就労促進との関係

を分析

（2021年7月設置）
WORK !DIVERSITY

ネットワーク構築部会

海外状況
整理部会

（※）海外諸国の
就労困難者支援
状況を調査・整理

企画委員会

（※）各部会の議
論を統括

（2021年3月設置）
態様の異なる就労困難者
への横断的支援方策検討

総合部会
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各部会での検討（１）

１．ダイバーシティ就労支援ネットワーク構築検討部会（ネットワーク構築部会）

２．態様の異なる就労困難者への横断的支援検討部会（横断的支援検討部会）
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ダイバーシティ就労支援ネットワーク構想（イメージ図）

ダイバーシティ就労支援全国プラットフォーム

ダイバーシティ就労支援地域プラットフォーム

地方での取組みを支援するため、主要関係団体を巻き込む

フォーラムを構築し、相談・助言、就労支援機関情報・先

進事例・専門家リスト・モデル支援プログラム・モデル

キャリアラダー（キャリアのはしご）等地方の取り組みを

支援するツール・情報を開発・提供する。

都道府県レベル（少なくとも、複数市区レベル）では、地

域プラットフォームを構築し、地域支援機関、就労事業所

（企業、福祉事業所）、就労困難者（本人、家族、当事者

団体）、自治体・行政機関の調整・協働支援を行う。

ダイバーシティ就労支援全国プラットフォーム

就労支援

サービス

提供機関

企業、福祉就労事

業所

（雇用・実習）

行政機関等

（支援窓口）

働きづらさを抱える人たちとその家族

主要関係団体

ネットワークや

知見

日本財団

知見や資金？

企業、ファンド、

一般市民からの

資金？

さまざまな支援を提供

・相談、助言 ・就労支援機関情報 ・先進事例、専門家リスト

・モデル支援プログラム、モデルキャリアラダー （・資金？）

ダイバーシティ就労支援地域プラットフォーム

先進事例の開発・報告

出所「2020年度日本財団W

出所「2020年度日本財団WORK ! DIVERSITY プロジェクト総合報告書」ｐ11
ORK ! DIVERSITY プロジェクト総合報告書」ｐ22
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各部会での検討（２）

３．「経済・財政・社会保障・労働需給バランス」検討部会（バランス部会）

「バランス」部会は、就労困難な方々と経済・財政・社会保障収支や労働需給バランスと

の関係を分析する部会です。ダイバーシティ就労を推進することで、施策支出そのものは

増加するが、税・社会保険料は増え、医療・福祉関係の支出が減少することで、財政・社

会保障収支は改善することが期待されます。

４．海外状況整理部会

海外状況整理部会は、主要国の障害者をはじめ、生活困窮者その他の就労

困難な方々に対する就業対策、障害者以外を含むダイバーシティ就労化の動向等

をまとめ、プロジェクトの検討に資する成果をまとめる部会です。2021年度は、

3年間の検討の総合報告をまとめる予定です。
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日本財団WORK ! DIVERSITY プロジェクト
2022年度実施事業（案）

〇WORK ! DIVERSITY地域ネットワークの構築支援

〇ダイバーシティ就労支援スタッフ養成研修の試行

〇横断的なダイバーシティ就労施策の実現に向けた提案

〇日本財団第4回WORK ! DIVERSITYカンファレンス、公開有識者講演会の開催
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